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1F０7 

グローバルニッチトップ企業の成長メカニズム 
－グローバル・ニッチトップ企業の事例から考察－ 

 
 

○難波 正憲, 福谷 正信, 藤本 武士（立命館アジア太平洋大学） 
 
 

１．はじめに 
 
1.1 研究の背景・意義 
雇用吸収や経済成長の源泉として中堅・中小企業

が世界的に注目を浴びている.米国のサブプライ

ムローン問題,リーマンショックなどを起点とす

る景気の下降局面において,中堅・中小企業,なか

んずく中堅企業が,経済的ショックへの強靱な耐

性を示したためである. 
なかでも,ドイツの「隠れたチャンピオン」iは,ド
イツの大企業に劣らず,海外展開を通じてドイツ

の経済の成長に大きく寄与している.また,日本や

アメリカでは,上位 10％の企業が輸出総額に占め

る割合が９割と,少数の企業に集中する傾向にあ

るが,ドイツでは同７割と分散している.ドイツの

輸出額は 2012 年に日本の 2 倍近くに達し,中国,
米国に次いで世界第 3 位を確保している. 
日本のグローバルニッチトップ企業（以下 GNT
企業）は「隠れたチャンピオン」に近い存在であ

る. 
「隠れたチャンピオン」や GNT 企業の存在が注

目される割にはその成長メカニズムの解明は十分

には解明されていない．本稿においては,日本のＧ

ＮＴ企業とドイツの隠れたチャンピオンとの比較

を通じてその成長メカニズムの一端を解明するも

のである. 
 
1.2 用語の定義 
(1) GNT 製品とは, 世界市場で継続的にトップグ

ループのポジションを占める製品と定義する. ま
た, GNT 企業とは GNT 製品を保有する企業と定

義する.  
(2)イノベーションとは, 何か新しいものを, 企業
が最初にうまく商業的に利用することである, と
定義する.  
 
(3)社会や顧客に与える影響の度合が低く, 漸進
的・連続的な場合をインクリメンタル・イノベー
ションと定義し, 影響の度合が高く, 急進的・非
連続的な場合をラディカル・イノベーションと定

義する.  
この定義では, インクリメンタル・イノベーショ
ンとラディカル・イノベーションの区分は曖昧で
ある. そこで本稿では, 両者を定量的な基準によ
り区分した R.Leifer(2000) らの定義を採用する. 
彼らはラディカル・イノベーションを①従来にな
い機能特性を持つもの, ②既知の特性だが, 5～10
倍以上の性能改善, 30～50%以上のコスト削減を
達成したもの, と定義した. 従来, インクリメン
タル・イノベーションの範疇で扱われていた, ②
をラディカル・イノベーションとして繰り込んで
いる. 本稿では, 後者の, ラディカル・イノベーシ
ョンの定義を含む.  
 
(4)イノベーションの専有可能性とは, イノベーシ

ョンから生まれる成果, とりわけ利益を, そのイ

ノベーションを担った当の企業が私的利益として

獲得する企業能力を指す.  

 
1.3  研究課題 
研究課題として下記を設定する.  
(1)成長の機会を見つけてイノベーションをどの
ように創出したか. 
(2)売り上げ拡大の源泉である国際化の第一歩を
どのように開始しているか. 
(3)日本,ドイツ企業の比較で相同性,差異性は何
か. 
 
1.4 研究方法 
本稿の研究課題に関し, 先行研究を調査し, 未解
明の部分を実態調査に基づき解明する.  
調査対象企業は日本のGNT企業７社とドイツの
隠れたチャンピオン4社の実態調査から共通項目
を抽出する.GNT企業は『全国のモノ作り中小企
業300社2008年』から九州地域の企業の7社を選択
した. 各社へは事前のアンケートと社長ないし,
幹部社員へのインタビューを実施した. 調査対象
企業を図表１に示す.  
ドイツ企業は『隠れたコンピタンス経営』から4
社を選択し,事前のアンケートとインタビューを
実施した. 
 
 
図表１ 調査対象企業の概要 
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図表2 調査対象企業の概要（ドイツのHidden 
Champion） 

 
（Omicron: 2011年,Oxford Instrumentsが買収） 
 
 

2 先行研究の調査 
H. Simon (1996) は, “Hidden Champion” の概 
念を提唱した. これは, グローバル市場のマーケ 
ットリーダーに関する大規模調査から得られたも 
ので, 本稿における GNT 企業とほぼ同義である.  
かれは, 同じ概念で追跡調査を行い, 議論を深め 
た（H. Simon, 2009）.成長戦略に関しては, 「競 
争相手にこだわるのでなく, 顧客に集中してわが 
道を行く」とする. また, 顧客情報の収集に関 
して, 「どの隠れたチャンピオンも顧客と直接接 
触することを望んでいる」とし, 彼は調査結果と 
して, その割合が 69.4%であるとした.  
 
細谷(2011)は,成長戦略の視点に関した,次の項目 
を挙げている. 
 
・顧客からの厚い信頼の獲得・構築 
・開発営業能力の向上・強化 
・技術と市場に関する先端トレンドとセンスの修
得 

・専門能力の深化と活用 
・高い組織力・人材力の構築 
 
Wagner(2012) らは ,国際化の段階を ,Domestic 
⇒Early ⇒Exporter⇒ Advanced⇒ Global に 

分け,最初の第一歩が重要な契機になるとした. 
 
 
3 分析枠の設定 
3.1 GNT企業への進化経路成長経路  
GNT企業の起源と経路は多種多様とされる. こ
れを整理する1つの視点として図表3の「GNT製品

への進化経路」を想定する.  
GNT企業には3つの起源が想定できる.  
 
①ボーン・グローバル・カンパニー(Born Global 
Company:BGC)  
②創業当初から特殊品・特注品を製造・販売.  
③創業当初は汎用品から開始し, 特殊品・特注品
を経てGNT企業に到達.  
 
 

汎用品

特注品・特殊品

GNT製品

創業

 
 
 
 
 
図表 3 において, イノベーションが創生されるの
は, 汎用品から特注品・特殊品への段階と特注
品・特殊品から GNT 製品への段階が想定できる. 
イノベーションの種類は, それぞれの段階でイン
クリメンタル・イノベーション, ラディカル・イ
ノベーションの両方の可能性がある.  
 
3.2 GNT 製品と国際化 
図表３において,潜在的な競争優位性を製品の開
発と国際化の時期を詳細に追跡するため,次の項
目を各社で観察する. 
①GNT 製品の分野決定時期（いつ製品分野を絞
り込んだか） 
②いつ GNT 製品は完成したか 
③いつから国際市場で販売開始したか（国内生産,
輸出） 
 
4 調査対象企業の分析結果 
4.1 事例各社の主要製品の属性  

図表3 GNT製品への進化経路 

汎用品：他社製品と比べて機能・性能に大差がない製品  

特注品・特殊品：機能, 用途, 顧客などを限定した製品で GNT 製

品の原型・候補群  
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まず, 本書で取り上げた各社の製品の属性を確認

した. 図表４に示すように各社はすべて資本財の

生産・加工・販売を主要事業としており, 消費財

を対象とする企業はない. また, 各社ともに独自

の製品・技術があり, 設計・開発能力を有する「製

品開発型」企業である.  
 
 

 
 
4.2 GNT 企業への進化経路 
 
本稿の事例 11 社の進化経路は下記となった. 
汎用品を起点：4 社（日本企業） 
特注品・特殊品を起点：4 社（日本 3 社,ドイツ 1 社） 
GNT 製品を起点：3 社（ドイツ企業） 
 
4.3 GNT 製品と国際化 
図表 5 と図表６はそれぞれ,日本とドイツ企業の
GNT 製品の開発時期と輸出開始時期を,国際化 
開始をまとめたものである. 
 
図表 5 創業から国際化までの期間分布（日本企
業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図表 5 をグループ化しタイプ分けすると図表 6 とな
る. 
A グループ： 
①GNT 製品の分野決定時期,②NT 製品の開発,③国
際の時期,がいずれも比較的早いグループ. 
C グループ：①,②,③がいずれも遅いグループ 
B グループ：A グループと C グループの中間に位置
する. 
 
 

図表 6 創業から GNT 企業への段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
では,ドイツの 4 社はどのような傾向を示すので
あろうか.これを図表 7 に示す.傾向的には日本企
業の A グループに比べ,さらに,国際化の時期が早
い傾向にある. 
 
 
図表 7 創業から国際化までの期間分布（ドイツ企業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図表４ 各社主要製品の性格 

10年 20  30  40        50     60      70      80       90      100    

国際化開始

ＧＮＴ分野決定

最初のＧＮＴ製品開発

ＧＮＴ企業への段階

創業からの年数

国際化とは：代理店、商社等に依存せず、自社による海外顧客との直接取引を指す。

3社

3社

3社

４社

４社

２社
２社

Aグループ Bグループ Cグループ

出所：筆者作成
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5 おわりに 
 
冒頭の研究課題に対する結論は下記である. 
(1)事例の日本企業については,汎用品や特注・特殊
製品を経由してGNT製品を｢探り当て｣これを企
業成長につなぐ傾向にある.ドイツの事例では,
｢成長の機会を見つけ,GNT製品を早期に開発｣す
る傾向にある.さらに,早い時期から国際化に着手
しており,これは,サイモンの｢早期に輸出を決断
する｣指摘と一致する. 
 
(2)売り上げ拡大の源泉である国際化の第一歩に
ついては,日本企業は外部環境の変化に対応する
傾向にあるが,ドイツ企業は能動的に活動してい
る.これは,ドイツ国内市場が比較的狭いことと, 
EU市場への販売が比較的容易であるた
め,Kamakuraが主張する国際化の第一歩が踏み
出しやすい有利な条件がある. 
 
(3)日本,ドイツ企業の比較で相同性,差異性： 
①相動性； 
(a)両者ともに高品質製品である. 
(b)顧客からの信頼性が高い. 
 
②差異性： 
(a)国際化の｢リスク｣に関し,日本企業は｢回避すべ
き｣対象と認識する傾向にあるが,ドイツ企業は
「学習すれば,克服可能」な対象と認識する傾向に
ある. 
(b)自社製品の自己評価に関し,国際競争力を過小
評価する傾向にある一方,ドイツ企業は顧客の反
応を見ながら客観的に評価する傾向にある. 
(c)イノベーションの専有可能性について,ドイツ
企業は徹底的に守る傾向にあり,模倣される可能
性のある製品は当初の選択肢から外す企業もあっ
た. 
 
上記の少ない項目が日本とドイツ企業の成長機会
のとらえ方に「最初の第一歩」に小さな差が生じ,
これが時間経過ともに拡大すると考えられる. 
ドイツ企業の社長や幹部社員は,「日本企業は競争
力の高い製品を有しながら国内市場に止まるケー
スが多く,国際市場で直接の競争がないため,助か
っている」との発言が少なからずあった. 
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